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行政評価局は、政策や事業の担当府省とは異なる立場から、幅広い分野を対象に、政策効果や各府省の業
務運営上の課題を実証的に把握・分析する「行政運営改善調査」を行っています。 

調査の結果、改善が必要な事項が明らかになった場合には、関係府省等に対して問題提起や具体的な改善
方策を提示（勧告等）することで、政策や制度・業務運営の改善を図ります。 

「行政運営改善調査」には、複数の府省にまたがる政策を評価する「政策評価」と各府省の業務の実施状
況を把握・分析する「行政評価・監視（全国計画調査、地域計画調査）」があります。 

 
 
■政策評価 
行政評価局は、政策評価制度に関する企画立案などを行うとともに、各府省とは異なる評価専担組織と

して、府省の枠を超えた全政府的な立場から、政策の統一性又は総合性を確保するための評価（統一性・
総合性確保評価）や、各府省の政策評価の客観的かつ厳格な実施を担保するための評価（客観性担保評価）
を行っています。 

このうち、東北管区行政評価局では、主に、複数の府省にまたがる政策に関する「統一性・総合性確保
評価」に携わっており、評価の対象となった政策が地域においてどのような効果を上げているかなどにつ
いて、調査を行っています。 

 

 
■行政評価・監視（全国計画調査） 
「全国計画調査」は、総務省行政評価局（本省）が全国規模で見直しを図る必要がある問題を取り上げ、

管区行政評価局及び行政評価事務所による全国調査網により現地調査を行い、国の行政運営の実態・行政
課題の発生状況などを具体的に把握します。 

 
 
■行政評価・監視（地域計画調査）等 
「地域計画調査」は、東北管区行政評価局が企画・立案し、行政と国民生活との接点である現地におい

て、国民生活と密接に関わる行政上の問題の具体的な改善を図ることを目的として実施する調査です。 

全国計画調査同様に現地調査を行い、改善が必要と認められる事項については、関係する国の行政機関
の地方支分部局の長等に対して、問題提起や具体的な改善方策を提示（所見表示等）し、現地的改善を図
っていきます。 

また、職員の提案や日頃の情報収集、地域の関係者との意見交換等を踏まえ、各府省における施策の実
施状況や国民、社会及び地域が抱える課題から行政課題を把握する活動（常時監視活動）に取り組んでい
ます。常時監視活動により把握した課題等を整理・分析し、関係する国の行政機関の地方支分部局等に積
極的に提供することで、行政課題の改善に資することを目指しています。  

行政運営改善調査 
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■最近勧告等した全国計画調査及び政策評価 
○ 民生委員・児童委員による証明事務に関する調査 
○ 倒木による停電予防のための樹木の事前伐採に関する調査 
○ 住宅確保要配慮者への居住支援に関する調査 

 －住宅施策と福祉施策の連携を中心として－ 
○ 「ごみ屋敷」対策に関する調査 
○ ため池の防災減災対策に関する調査 
○ 社会的養護に関する調査 －里親委託を中心として－ 
○ 太陽光発電設備等の導入に関する調査 
○ 医療的ケア児とその家族に対する支援に関する調査 

－小学校における医療的ケアの実施体制の構築を中心として－ 
○ 浄化槽行政に関する調査 
○ 墓地行政に関する調査 －公営墓地における無縁墳墓を中心として－ 
○ 身元保証等高齢者サポート事業における消費者保護の推進に関する調査 
◎ 不登校・ひきこもりのこども支援に関する政策評価 
※ 「◎」は政策評価、「○」は行政評価・監視を示す。 

 

■最近実施した地域計画調査等 

□ 農地関連手続における登記情報提供サービスの活用に係る情報提供 
□ 戸建災害公営住宅の譲渡処分手続に係る情報収集 
□ 国の行政機関におけるパーキング・パーミット制度への登録に関する 
情報収集 

◆ 洪水浸水想定区域内にお住まいの方の避難に関する意識調査 
◆ ツキノワグマの保護管理に関する調査 －人里への出没対策を中心として－ 
◆ 国の行政機関における職員への禁煙サポートの推進に関する実態調査 
◆ 東北地方における移住・定住の促進に関する実態調査 
※ 「◆」は地域計画調査、「□」は情報収集等を示す。 

  

行政運営改善調査の実施例 

 

詳しくはこちら 
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地震、豪雨、台風などの大規模災害や地域の住民の生活基盤に多大の影響を及ぼす事態が発生した場合は、

災害で被害を受けた方々を支援するため、必要に応じて「特別行政相談活動」を行っています。 

東北管区行政評価局では、近年、以下のような活動をしています。 

 

■生活支援等相談窓口案内（ガイドブック）の作成・提供、HP掲載 
・ 令和元年台風第 19号（令和元年 10月～）【岩手・宮城・福島】 
・ 新型コロナウイルス感染症感染防止対策（令和２年４月～6年 2月）【全国】 
・ 令和 2年 7月豪雨災害（令和 2年 8月～）【山形】 
・ 令和 3年台風第 9号から変わった温帯低気圧に伴う大雨（令和 3年 8月～）【青森】 
・ 令和 4年福島県沖地震（令和 4年 4月～）【宮城・福島】 
・ 令和 4年 8月 3日からの大雨（令和４年 8月～）【青森】 
・ 令和 5年 7月 14日からの大雨（令和 5年 8月～）【秋田】 
・ 令和 5年台風第 13号（令和 5年 9月～）【福島】 
・ 令和 6年 7月 25日からの大雨（令和 6年 8月～）【秋田・山形】 
・ 令和 7年 2月林野火災（令和 7年 3月～）【岩手】 

 

■災害相談用フリーダイヤルの設置 

・ 令和元年台風第 19号（令和元年 10月～12月） 

 

■被災者等の支援のための特別行政相談所の開設 
・ 令和元年台風第 19号【岩手・宮城・福島】 
・ 令和 5年 7月 14日からの大雨【秋田】 
・ 令和 6年 7月 25日からの大雨【秋田・山形】 
・ 令和 7年 2月林野火災【岩手】 

 

  

大規模災害時の行政相談活動 
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「行政改善推進会議」（※）とは、弁護士や報道機関職員などの民間有識者で構成される会議です。行政

相談で受け付けた相談の中には、相談者の利益と公共の利益との調整が必要な問題や複数の行政機関が関
係し調整が必要な問題など判断の難しい相談事案もあります。そうした相談事案について、同会議において
広い視野から検討し、その意見を踏まえて的確かつ効果的な処理を行うことで、個々の苦情の解決を図るこ
とはもちろん、苦情の原因となっている行政の制度・運営そのものの改善を図っています。 
※ 令和６年３月に「行政苦情救済推進会議」から名称変更 

 

■行政改善推進会議の構成員（令和７年４月 1日現在） 

○座長 
斉藤 睦男   弁護士 

○委員 
遠藤 恵子    公益財団法人せんだい男女共同参画財団評議員 
神部 光崇   仙台商工会議所副会頭 
須藤 宣毅  河北新報社教育・防災連携室部長 
芳賀 清光   東北行政相談委員連合協議会会長 
藤田 祐子   弁護士 

（50音順、敬称略） 
 
 

■近年の行政改善推進会議の意見を踏まえた改善事例 
・ 児童扶養手当支給認定事務の取扱い（令和 7年 3月 18日） 
・ 国民健康保険における高額療養費の支給申請の際の領収書の取扱いについて
（令和 6年 3月 27日） 

・ 児童扶養手当に係る現況届の郵送での提出について（参考連絡に対するフォロ
ーアップ）（令和 6年 3月 27日） 

・ 「介護マーク」の普及のための取組について（令和 5年 3月 30日） 
・ 不動産登記申請書添付書類の原本還付請求手続の改善について（令和 5 年 3
月 29日） 

・ 児童扶養手当に係る現況届の郵送での提出について（令和 5年 3月 29日） 
・ 高速道路上の給油を促す案内表示に関する改善要望について（令和 4 年 7 月

20日） 
 

  

行政改善推進会議とは 

詳しくはこちら 
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 東北管区行政評価局や管内行政監視行政相談センターでは、行政相談・行政相談委員制度を周知するため、
様々な広報活動を実施しています。 

■行政相談パネル展 
 
 
 
 
 
 
 
 
■地域のイベント・商業施設での広報活動、FMラジオ出演 
 
 
 
 
 
 
 
 

■出前講座 
 
 
 
 
 
 
 
 

■関係団体の会合等での PR 
 
 

  

行政相談・行政相談委員制度の周知 
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 東北管区行政評価局での勤務には、以下のような特徴があります。 
 

Point１ 広範な業務に従事できます！ 
行政運営改善調査、行政相談ともに守備範囲は幅広いです。道路、河川、農林水産業、保健医療、

労働、年金・保険、経済産業、環境保全、学校教育等、行政機関が担当する分野のほとんどが
対象となります。これは、ほかの行政機関にはない行政評価局の大きな特徴であり、様々な行
政分野の幅広い知見が習得できます。 
 
 
Point２ ワークライフバランスのとれた働き方ができます！ 
東北管区行政評価局では、テレワーク勤務や勤務時間の変更（フレックスタイム等）ができたり、

チャット機能やWeb会議システム等による情報共有を行っていたり、場所や時間にとらわれな
い柔軟な働き方が浸透しています。 
また、子育てや介護との両立支援制度も充実しており、女性・男性にかかわらず、育児休業の取得

率は 100%です（令和５～６年度）。 
 
 
Point３ 人材育成を重視しています！ 
 
■充実した研修制度 
採用から約１か月間は、総務省本省（東京都）や東北管区行政評価局（仙台市）において座学研

修を受講し、基本的な知識を習得します。その後約１年間は、実際に行政運営改善調査や行政相談
の業務に従事しながら、これらの業務に必要な知識・能力を習得していきます。 

 
 
 
 
 
 
また、２年目以降も採用年数や役職に応じた研修を実施しています。外部講師や有識者による研

修やWeb研修も充実しており、新たな知識の習得と業務内容の深化を進めることができます。 
このほかにも、年次や役職に応じた研修のみならず、職員の意欲に応じて様々な研修が受講でき

ます（例：統計制度に関する研修、政策評価制度（EBPM）制度に関する研修等）。 
 
■職員のサポート体制の整備 
若手職員がチームを組み、自由に意見を出し合いながら、行政上の課題について情報収集等を行

う活動や、メンター・メンティー制度（※）を取り入れる等、年次の近い職員と関わる機会も多く、
職員のサポート体制の整備にも努めています。 
※ 所属する上司とは別に、年齢の近い年上の先輩職員が新規採用職員や若手職員をサポートする制度  

東北管区行政評価局における働き方 






